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令和３年次 会計検査院実地検査指摘事項の概要 

 

令和３年４月実施 

 

１ 療養病棟入院基本料・有床診療所療養病床入院基本料（患者の医療区分判定疑義）

について 

療養病棟入院基本料は、厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして地

方厚生局長に届け出た病棟に入院している患者の疾患、状態等について厚生労働大

臣が定める区分に従って当該患者ごとに所定の点数を算定することとされている。 

しかし、複数の医療機関において、医療区分の評価に当たり、対象となる疾患、

状態に該当しないと思われるものについて該当するとしているなど、医療区分の評

価の実態について疑義があったもの。 

  【５医療機関】  

 

２ 入院基本料等加算（超重症児（者）入院診療加算・準超重症児（者）入院診療加

算）について 

入院基本料等加算のうち超重症児（者）入院診療加算・準超重症児（者）入院診

療加算は、重度の意識障害者（脳卒中の後遺症の患者及び認知症の患者については、

平成 24 年 3 月 31 日時点で 30 日以上継続して当該加算を算定している患者に限

る。）等については、判定基準の判定スコアが 25 以上又は 10 以上の場合等に算定

できることとされている。 

しかし、複数の医療機関において、要件を満たさない患者に対して、超重症児（者）

入院診療加算・準超重症児（者）入院診療加算を算定しているのではないかとの疑

義があったもの。 

  【10医療機関】  

 

３ 在宅医療料（在宅自己注射指導管理料）について 

特別養護老人ホーム等の入所者に対して、当該施設の配置医師が診療を行った場

合は、特別な必要があって行う診療を除き、在宅自己注射指導管理料を診療報酬と

して算定できないこととされている。 

しかし、特別養護老人ホームの入所者に対して行った診療について、特別の必要

があって行う診療以外の外来診療に係る在宅自己注射指導管理料を算定している

のではないかとの疑義があったもの。 

【１医療機関】 

 

４‐１ リハビリテーション料（対象患者非該当）について 

リハビリテーション料は、厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものと

して地方厚生局長に届け出た保険医療機関において行われる場合に、基準に掲げる

区分に従い算定することとされている。 

しかし、複数の医療機関において、脳血管疾患等リハビリテーション料、運動器
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リハビリテーション料、呼吸器リハビリテーション料を算定している患者について、

厚生労働大臣の定める患者に該当しているかについて疑義があったもの。 

【５医療機関】 

 

４‐２ リハビリテーション料（発症の繰り返し）について 

運動器リハビリテーション料は、厚生労働大臣が定める施設基準に適合している

ものとして地方厚生局長に届け出た保険医療機関において、当該算定要件に従い、

発症、手術又は急性増悪等から 150日以内に限り算定することとされている。ただ

し、別に厚生労働大臣が定める患者について、治療を継続することにより状態の改

善が期待できると医学的に判断されるなどの場合には、150 日を超えて所定点数を

算定できることとされている。 

しかし、複数の医療機関において、運動器リハビリテーション料を算定している

患者について、対象疾患の発症等から 150日以内で新たな対象疾患が発症すること

を繰り返しており、当該リハビリテーション料の算定要件を満たしているかについ

て疑義があったもの。 

【２医療機関】 

 

４‐３ リハビリテーション料（標準的算定日数を超えて算定）について 

リハビリテーション料は、厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものと

して地方厚生局長に届け出た保険医療機関において、標準的算定日数に限り算定す

ることとされている。 

しかし、複数の医療機関において、標準的算定日数を超えて行った脳血管疾患等

リハビリテーション料、運動器リハビリテーション料、呼吸器リハビリテーション

料について、診療報酬明細書の摘要欄に継続理由等の記載がなく、算定要件を満た

しているかについて疑義があったもの。 

【５医療機関】 

 

４‐４ リハビリテーション料（要介護被保険者等に対する算定）について 

  リハビリテーション料は、厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものと

して地方厚生局長に届け出た保険医療機関において、標準的算定日数に限り算定す

ることとされている。ただし、必要があって、標準的算定日数を超えてリハビリテ

ーションを行った場合は、1月 13単位に限り算定できるものとされており、この場

合において、当該患者が要介護被保険者等である場合には、定められた低い点数で

算定することとされている。 

しかし、複数の医療機関において、定められた点数ではなく、より高い点数で算

定しているのではないかとの疑義があったもの。 

【12医療機関】  

 

 ※指摘を受けた医療機関は、２９医療機関。 

     （複数の項目において指摘を受けている医療機関あり。） 




